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各政党の社会保障改革に関する主な提言の比較 
（各党の平成 22 年参議院選挙マニフェスト等をもとに作成） 

事項 項目 民主党 国民新党 新党日本 自由民主党 公明党 共産党 社民党 みんなの党 たちあがれ日本 新党改革 

１
．
総
論
的
事
項 

社会保障改

革の基本方

針 

・全世代を通じた安心

確保（現金・現物のバ

ランス、就労形態など

に中立な制度）【調査

会】 

・国民一人ひとりの安

心感を高める【調査

会】 

・包括的支援（制度間

の縦割りを越えたサ

ービス提供体制）【調

査会】 

・納得が得られる社会

保障制度（効率化、受

益と負担の関係のわ

かりやすい提示、税の

役割の拡大、番号制

度）【調査会】 

・自治体、企業との役

割分担【調査会】 

・生活の基盤でもある

医療・介護・年金分野

をしっかりと守る事

が、経済を含め、我が

国の成熟した次なる

成長につながる

【2010】 

・ベーシックインカム

（BI）を導入し、現行

の社会保障給付に関

して抜本的な統合を

図るとともに、障害

者、母子・父子家庭に

は積極的加算を実施

【2009】 

・安心できる社会保障

制度を確立し、普通に

頑張る人が報われる

社会を実現【2010】 

・セーフティネットの

機能強化【ビジョン】

・制度の見える化【ビ

ジョン】 

・社会保険制度の個人

単位化【ビジョン】 

・孤立社会から支え合

いの社会へ【ビジョ

ン】 

・すべての国民に生存

権を保障し、社会保障

の増進を国の責務と

した憲法25条の立場

から、社会保障の各分

野で負担軽減と不安

の解消を進める

【2010】 

・福祉関連の産業を成

長産業として重点を

置き、実需のある分野

へ労働力を振り向け

るためにも、社会保障

制度の充実に取り組

む【2010】 

・「生涯安心」「誰でも

安心」のセーフティネ

ットを構築し、生活崩

壊をくい止める

【2010】 

・安心福祉社会５つの

原則【2010】 

①財源こそ政策の命 

②生涯現役・女性活

躍で超高齢化を克

服 

③タダ乗り助長型の

福祉制度は間違い 

④雇用の安心なくし

て生活の安心なし 

⑤割り勘を増やして

リスクに対応 

・公助第一の考えから

自助、共助、公助とい

う本来の順序に戻し、

努力した人が報われ

る社会を作る【2010】

 

超党派での

議論の必要

性 

・党派を越えた議論を

呼びかけ【調査会】 

・（年金制度について）

集中的に与野党の枠

組みを超えて議論す

る「年金国会」の招集

【2010】 

・年金制度について、

超党派による協議機

関を早期に立ち上げ

る等、党派を超えて議

論を行い、財源問題も

含めた社会保障制度

の一体的な見直しを

行う【2010】 

・両院合同の社会保障

協議会【ビジョン】 

・（年金制度について）

国会で議論を開始し、

医療・介護の自己負担

や税制のあり方を総

合的に見直し【2010】 

２
．
番
号 

番号制度 

・社会保障と税共通の

番号制度の導入【調査

会、2009】 

・事業者を含めた納税

者番号制度の導入

【2009】 

・納税者番号制度の導

入【2010】 

・社会保障番号・カー

ドの導入【2010】 

・社会保障番号の導入

【ビジョン】 

・社会保障カードの導

入【2010】 

・総合課税化を推進す

る「公平番号制度」を

早期に導入【2010】 

・年金・医療・介護に

関する個人情報を一

元的に管理する社会

保障カードについて、

個人情報とプライバ

シー保護の観点から

反対【2010】 

・社会保障番号の導入

【2010】 

・「社会保障個人口座」

を開設し、「社会保障

電子手帳」を交付

【2010】 

・任意拠出、相続税減

免恩典付きの「社会保

障貯蓄口座」を社会保

障個人口座に開設可

能に【2010】 

・納税者番号を社会保

障番号と一体化

【2010】 

※各党のマニフェスト等をもとにしているが、要約しているものも

あり、必ずしもマニフェスト等の文言と一致しない。 

また、マニフェスト等の項目の全てを拾っているわけではない。

参考資料２ 
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事項 項目 民主党 国民新党 新党日本 自由民主党 公明党 共産党 社民党 みんなの党 たちあがれ日本 新党改革

３
．
医
療
・
介
護 

医療保険・介

護保険制度

の安定 

・皆保険、フリーアク

セスの堅持【調査会、

2009】 

・被用者保険と国民健

康保険を段階的に統

合し、将来、地域保険

として一元的に運用

【2009】 

・後期高齢者医療制度

は廃止し、2013 年度

から新しい高齢者医

療制度をスタート

【2010】 

・地域・職域別に分か

れている健康保険組

合を統合し、医療保険

制度の一元化を図る

【2010】 

・後期高齢者医療制度

を廃止し、75 歳以上

の医療費無料化を実

施【2009】 

・国民皆保険制度を守

る【2010】 

・高齢者医療制度の対

象年齢を65歳以上と

し、被用者保険加入者

は配偶者も含め引き

続き被用者保険に加

入できるよう見直し

【2010】 

・公費による高齢者医

療制度の財政の円滑

化【2010】 

・国民健康保険の都道

府県単位の財政調整

の強化による広域化、

都道府県単位の一元

化された地域保険の

創設【ビジョン、2010】

・高齢者医療制度の見

直し（保険料負担の軽

減措置継続、公費負担

割合引き上げ）【ビジ

ョン、2010】 

・介護保険の公費負担

割合の引き上げ

【2010】 

・国民皆保険の原則に

基づき、医療制度を立

て直し【2010】 

・後期高齢者医療制度

を即時廃止し、老人保

健制度に戻す【2010】

・介護保険の国庫負担

の増【2010】 

・国民皆保険の堅持

【2010】 

・市町村国民健康保険

の適正規模の検討

【2010】 

・後期高齢者医療制度

を廃止し、老人保健制

度に戻す【2010】 

・介護保険の公費負担

割合の引き上げ、財政

安定化基金の活用に

よる保険料引き上げ

の緩和【2010】 

・被用者保険と国民健

康保険の段階的統合

【2010】 

・高齢者医療制度と介

護保険制度を一体的

に見直し、新たな高齢

者ケア制度を創設

【2010】 

サービスの

効率化、提供

体制の見直

し 

・病床機能の効率化・

高度化【調査会】 

・地域の医療機能ネッ

トワーク化【調査会】 

・急性期からポストホ

スピタルの一体化【調

査会】 

・在宅の医療介護の充

実【調査会、2010】 

・地域医療計画の抜本

的見直し【2009】 

・生活習慣病対策の強

化【調査会】 

・介護予防の効果の検

証を踏まえた継続【調

査会】 

・医師の適正配置のた

めの効果的な仕組み

【調査会】 

・介護人材養成、待遇

改善【調査会、2010】 

・医師を1.5倍に増や

すことを目標に、医学

部学生を増員し、看護

師等も増員【2010】 

・当面、療養病床削減

計画を凍結し、必要な

病床数を確保【2009】 

・診療科目ごと、地域

ごとのきめ細かい施

策と医療拠点の集約

化の両立【2010】 

・医師数を先進国の平

均に到達させる

【2010】 

・新卒医師配置を地域

の実情に応じたマッ

チング制度・研修体制

の実現を通じ是正

【2010】 

・コメディカルスタッ

フの増員、職能分担の

見直し、医師不足地

域・診療科の診療報酬

体系や補助制度の充

実【2010】 

・無医地区ともよりの

地域基幹病院を結ぶ

医療巡回バスネット

ワークを展開【2009】 

・小学校区に最低一つ

の「宅幼老所」を設置

【2009】  

・診療報酬制度を根底

から見直し、医療従事

者の待遇改善を促進

【2009】 

・家庭に入った女性医

師、高齢医師が地域基

幹病院と連携した

SOHO 的ホームドクタ

ーとして地域医療に

貢献できる環境を推

進【2009】 

・介護職員の待遇改善

を早期に実現【2009】 

・チーム医療の推進に

よる地域医療の再生

【2010】 

・診療所の役割の強

化・充実【2010】 

・リハビリテーション

の提供体制強化

【2010】 

・特別養護老人ホーム

等20万床の整備や必

要な施設等整備

【2010】 

・在宅介護の支援

【2010】 

・単身高齢者・老々 介

護に対応した高齢者

の生活の場となる施

設の整備【2010】 

・医師の偏在の是正

【2010】 

・医学部定員の増員

【2010】 

・福祉分野（医療・介

護・子育て）における

処遇の改善【2010】 

・救急医療の充実【ビ

ジョン、2010】 

・地域連携クリティカ

ルパスの導入、必要な

療養病床の確保、予防

重視の取り組み、多職

種共同チーム医療体

制の構築【ビジョン】

・介護基盤の整備、レ

スパイトケアの拡充、

24 時間訪問サービス

の強化などに取り組

み【ビジョン、2010】

・介護における在宅支

援強化（独居高齢者支

援の充実、介護ロボッ

ト等の開発・普及、ボ

ランティア・ポイン

ト）【ビジョン、2010】

・サービス付き高齢者

住宅の整備、公的賃貸

住宅団地における福

祉拠点の整備【ビジョ

ン、2010】 

・医師確保対策の充実

【ビジョン、2010】 

・介護従事者の処遇改

善【ビジョン、2010】

・特養など施設整備等

介護制度の充実

【2010】 

・医師・看護師の増員

【2010】 

・介護労働者の労働条

件改善【2010】 

・地域における医療施

設の機能分化、院内・

病院間・地域の医療の

連携強化【2010】 

・介護施設の建設・増

床、訪問介護サービ

ス、訪問看護の充実

【2010】 

・医療、保健、福祉を

結ぶ「地域ケア」の実

践【2010】 

・認知症の予防・早期

治療・介護の質的向

上、家族への支援態

勢、地域包括支援セン

ターの機能強化

【2010】 

・医師、看護師、コメ

ディカルスタッフの

増員、待遇改善【2010】 

・介護分野の待遇改

善、人材育成、人材確

保【2010】 

・介護療養病床全廃計

画の中止、療養病床削

減計画の見直し

【2010】 

・医療・介護の質の向

上【2010】 

・医師数の増加【2010】 

・介護職員の待遇改善

【2010】 

・療養病床削減計画は

凍結し、高齢者の視点

に立った総合的な高

齢者福祉政策を実現

【2010】 

・地域包括ケアの推進

【2010】 

・規制緩和で介護施設

を増やす【2010】 

・賃上げと人材訓練の

増強で病院勤務医、介

護スタッフ等の不足

を解消【2010】 

・産科・小児科医の不

足解消【2010】 

・介護の雇用人員の増

大、グループホーム、

小規模多機能型サー

ビスの拡大【2010】 

・医療と介護・福祉・

消防等との地域連

携・広域連携を推進

し、効率的・包括的な

地域医療を実現

【2010】 

・医師数の増加、医師

の勤務環境の改善、職

種間の協働・チーム医

療を充実させるコメ

ディカル数の増加、救

急医療の充実、夜間・

救急利用の適正化、在

宅医療や訪問看護の

拡充、地域医療の充実

など医療の改善

【2010】 

・介護士の努力を正し

く評価する仕組みを

導入し、介護の質を高

める【2010】 
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事項 項目 民主党 国民新党 新党日本 自由民主党 公明党 共産党 社民党 みんなの党 たちあがれ日本 新党改革 

 その他 

・ドラッグ・ラグ、デ

バイス・ラグの解消

【調査会】 

・医療機器・医薬品の

イノベーション、ICT

と医療・介護産業の融

合による遠隔医療、再

生医療や介護ロボッ

トの実用化支援

【2010】 

・診療報酬の引き上げ

に、引き続き取り組む

【2010】 

・高額療養費制度に関

し、治療が長期にわた

る患者の負担軽減を

図る【2009】  

・医療用材料の輸入関

税の撤廃【2010】 

・介護保険法を利用者

と家族、現場事業者と

従事者の意見を的確

に反映した上で見直

し【2009】 

・ドラッグ・ラグ、デ

バイス・ラグの解消

【2010】 

・医薬品・医療機器の

審査体制の充実・強化

【2010】 

・日本版FDA（米国食

品医薬食品局）構想の

推進【2010】 

・診療報酬（調剤報

酬・薬価含む）・介護

報酬の大幅な引上げ

【2010】 

・高額療養費の限度額

引き下げ【2010】 

・がん対策の充実

【2010】 

・画期的な新薬の開発

促進、審査・承認の早

期化【2010】 

・医療・介護・自立支

援給付などの総合的

な負担軽減制度【ビジ

ョン、2010】 

・高額療養費制度の見

直し（負担限度額引き

下げ等）【2010】 

・介護保険制度改革

（利用者負担見直し、

低所得者の介護保険

料軽減、公費負担引き

上げ）【ビジョン、

2010】 

・「医療改革国民会議」

の設置、医師・医療機

関の責務などを盛り

込んだ「医療基本法」

の制定【2010】 

・がん対策の取組強

化【ビジョン、2010】

・診療報酬・介護報酬

の引き上げ【2010】 

・利用料・保険料 

の負担軽減【2010】 

・診療報酬の引き上げ

【2010】 

・介護報酬の本体部分

の引き上げ【2010】 

・介護保険の保険料の

段階区分のより細か

い設定、利用料の減免

の徹底、補足給付の拡

充【2010】 

・「患者の権利基本法」

の制定【2010】 

・がんの予防と早期発

見の推進、検診の質向

上、がん医療の均てん

化【2010】 

・規制緩和・税制改革

により、医療・介護に

イノベーションを取

り入れ【2010】 

・医療費を対 GDP 比

10％を超える程度ま

で引き上げ【2010】 

・一部の医療行為を行

える上級看護師を解

禁【2010】 

・高齢者の医療保険、

介護保険の自己負担

額を軽減【2010】 
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事項 項目 民主党 国民新党 新党日本 自由民主党 公明党 共産党 社民党 みんなの党 たちあがれ日本 新党改革

４
．
年
金 

最低保障機

能、基礎部分

の設計・財源 

・年金制度の抜本改革

（所得比例年金と税

による最低保障年金）

についての一定の結

論【調査会】 

・消費税を財源とする

月額 7 万円以上の最

低保障年金を創設

【2009、2010】 

・基礎年金の税方式化

【2010】 

・年金制度に加入して

いれば基礎年金を満

額受給できる制度へ

と見直し【2010】 

・基礎年金国庫負担２

分の１への引き上げ

に要する費用を消費

税で賄う【2010】 

 

・無年金・低年金対策

（最低保障機能の充

実、受給資格期間の短

縮（10年）、保険料軽

減分の公的支援）【ビ

ジョン、2010】 

・未納・未加入対策の

推進【2010】 

・無年金・低年金問題

解決のため、受給資格

期間の短縮（10年）、

最低保障年金制度の

創設【2010】 

・「基礎的暮らし年金」

（税財源、所得比例年

金の受給額によって

額は異なり、所得比例

年金がゼロの単身で

月８万円を保障）の創

設【2010】 

・基礎年金部分は徴収

制度を抜本改革し、現

行給付水準を維持

【2010】 

・基礎年金額の改善

【2010】 

・60歳以上で一定以上

働くと年金受給額が

減額されてしまう制

度を廃止し、年金は全

員に満額支給する形

に変更【2010】 

所得比例部

分の設計（適

用拡大・一元

化等） 

・年金制度の抜本改革

（所得比例年金と税

による最低保障年金）

についての一定の結

論【調査会】 

・年金制度を一元化

し、所得比例年金を創

設【2009、2010】 

・年金制度の一元化

【2010】 

・被用者年金一元化、

厚生年金のパート適

用【ビジョン、2010】

・年金制度を一元化、

所得比例年金（保険料

財源）の創設【2010】 

・将来的に年金制度を

一元化し、誰もがどん

な職業・立場でも同じ

負担で同じ給付を保

障【2010】 

・保険料補填制度、非

正規労働者への適用

拡大、負担能力のある

者への強制徴収の実

施【2010】 

その他 

・年金と生活保護

の受給水準の見

直し【調査会】 

・消えた年金、消され

た年金に2011年度ま

でに集中的に取り組

み、納めた保険料、受

け取る年金額がわか

る「年金通帳」などの

仕組みを作る【2010】 

・年金保険料の流用は

しない【2010】 

・歳入庁を創設する

【2009】 

・記録回復を早期に図

る【2010】 

・年金受給資格者は、

これまでの積立に応

じた年金支給総額の

一括給付か、毎月の

BI への上乗せかの選

択制に【2009】 

・年金記録問題への対

処と迅速な救済

【2010】 

・在職老齢年金制度の

見直しをはじめとす

る働き方等人生設計

に合わせた受給を可

能にするなど年金制

度の見直し【2010】 

・高齢者の生活に合わ

せた新たな基準によ

る物価スライドの創

設【2010】 

・年金記録問題への対

応（未統合記録の統

合、再裁定処理の迅速

化、第三者委員会の処

理の迅速化）【2010】

・在職老齢年金制度の

見直し【ビジョン】 

・年金基本法制定、個

人単位化【ビジョン】

・育児期間中の国民年

金保険料免除【ビジョ

ン、2010】 

・年金記録問題を国の

責任で解決【2010】 

・年金記録問題の解決

【2010】 

・年金記録を政府と国

民が共有し、毎年双方

向でチェックするし

くみをつくる【2010】 

・「マイ年金手帳」を

つくる【2010】 

・年金保険料の流用の

禁止【2010】 

・年金記録問題の解消

【2010】 

・年金積立金の運用は

民営化、年金積立金管

理運用独立行政法人

は廃止【2010】 

・日本年金機構の徴収

部門を国税庁と統合

し歳入庁を設置

【2010】 
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５
．
子
ど
も
・
子
育
て 

仕事と子育

ての両立、保

育サービス

等 

・同じ職場で同じ仕事

をしている人の待遇

を均等・均衡にして、

仕事と生活の調和を

進める。【2010】 

・待機児童対策の一層

の推進、病児保育の充

実等【2010】 

・就業と出産・育児の

両立が可能な環境の

整備、ワークライフバ

ランスの推進、保育所

の拡充、放課後児童ク

ラブの量的・質的向

上、待機児童が多い地

域における自治体の

取組支援【2010】 

・子どもの健やかな育

ちの保障、子育て家庭

の支援、貧困や格差に

対するセーフティネ

ットとしての機能も

含め保育制度の充実

【2010】 

・「仕事と生活の調和

推進基本法」の制定

【2010】 

・つどいの広場、地域

子育て支援センター、

ファミリーサポート

センターなど地域の

子育て支援体制の充

実【2010】 

・保育分野の規制緩和

【ビジョン】 

・子どもの看護休暇拡

充【ビジョン】 

・子育てと仕事の両

立、教育費の負担軽減

など、総合的な子育て

支援の推進【2010】 

・認可保育所の増加、

待機児童問題の解決

【2010】 

・男女がともに仕事と

家族的責任の両立が

はかれるよう必要な

支援の推進【2010】 

・保育所の拡大整備

【2010】 

・学童保育の拡充

【2010】 

・地域の子育て支援の

充実【2010】 

・子育てしながら働け

る環境作り（待機児童

ゼロ、保育ママ・病

児・一時保育拡充、育

児休暇取得の円滑化、

職場の意識改革など）

【2010】 

・育児休業期間中の給

与の一部を保障、２年

間の原給比例型育児

休業給付の創設

【2010】 

・規制緩和で子育て施

設を増やす【2010】 

・共同保育ママ（複数

の親が自宅以外の場

所で共同保育）を解禁

【2010】 

・幼児教育の無償化、

病児保育の充実、子育

て後の職場復帰支援

を一体的に実施

【2010】 

・待機児童解消のため

の幼稚園・保育園の増

設、費用の無料化の検

討を通じて、バラマキ

政策ではない少子化

対策の再構築を図る

【2010】 

子ども手当 

・子ども手当月額 2

万 6000 円実現努

力（現物サービス

とのバランスを

勘案）【調査会】 

・子ども手当は財源の

裏付けもなく、政策目

的や効果も不明であ

ることから全面的に

見直し【2010】 

・子ども手当拡充につ

いては、現物サービス

とのバランス、扶養控

除等の関係、財源確保

のあり方等について

検討【ビジョン】 

・子ども手当の本格的

実施【2010】 

・子ども手当を抜本的

に見直し、自治体の創

意工夫による現物給

付と現金給付を両輪

とした政策体系に転

換【2010】 

・子ども手当は凍結

し、代わりに子育て給

付付き税額控除を導

入【2010】 

・子ども手当を残す場

合には、子どもを多く

作るインセンティブ

を与える制度に改善

【2010】 

子ども・子育

て新システ

ムほか 

・子ども・子育て新シ

ステム実現【調査会】 

・出産から成長段階ま

で、切れ目のないサー

ビスを実施し、就学前

の子どもの保育・教育

の一体的提供【2010】 

・出産育児一時金、不

妊治療支援など出産

にかかわる支援策を

拡充【2010】 

・子育て支援サービス

の一部について、子育

て交付金を創設

【2010】 

・国公私立の幼稚園・

保育所・認定こども園

を通じた幼児教育の

充実・強化と幼児教育

の無償化【2010】 

・出産一時金拡充、妊

婦検診費用の公費負

担、特定不妊治療の全

額助成【2010】 

・希望に応じてサービ

スを選択できる新た

なシステム整備【ビジ

ョン】 

・多様なニーズに応じ

た保育サービスの拡

充【ビジョン、2010】

・幼児教育（保育所、

認定こども園含む）の

無償化【ビジョン、

2010】 

・出産育児一時金引き

上げ、妊婦健診公費助

成の恒久化、不妊治療

保険適用、ワクチン費

用の助成拡充【ビジョ

ン、2010】 

・幼保一元化の推進

【2010】 

・基本的な妊婦検診と

出産を無料化【2010】 

・幼保一元化の推進

【2010】 

・総合的な少子化対策

の推進【2010】 

・地域の実情にあった

少子化対策のため、自

治体の裁量を大きく

し、地域ごとに柔軟に

対応できる仕組みに

【2010】 

・３歳児以上の保育・

幼児教育を一定の所

得制限の下に無償化

【2010】 

・不妊治療費の助成拡

大【2010】 

・保育園の拡充と幼稚

園・保育園の一元化

【2010】 

・母子保健対策や不妊

治療補助を拡大

【2010】 
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６
．
貧
困
・
格
差
対
策 

社会的包摂 

（ワーキン

グプア対策

等） 

 

 

 

 

※雇用関係

を含む。 

・求職者支援制度の制

度化【調査会、2010】 

・失業給付の切れた

人、非正規労働者、自

営業を廃業した人に、

職業能力訓練を受け

た日数に応じ「能力開

発手当」を支給【2009】 

・第2のセーフティネ

ットの仕組みの整備

【調査会】 

・非正規労働者や長期

失業者に対しマンツ

ーマンで就職を支援

する体制を整備

【2010】 

・全ての労働者を雇用

保険の被保険者に

【2009】 

・最低賃金引き上げ

【調査会、2009】 

・労働者派遣法改正案

の成立、雇用形態や有

期雇用の在り方の議

論【調査会】 

・均等待遇の実現、高

齢者就労支援【調査

会】 

・新卒者を含めた就労

支援【調査会、2010】 

・貧困の実態調査を行

い、対策を講じる

【2009】 

・生活保護について、

就労支援策の拡充、就

労意欲インセンティ

ブ【調査会】 

・医療扶助の適正化、

生保の過剰・不適正な

受給是正、厳格な所得

把握【調査会】 

・「若年就職基金」の

創設、職業訓練の充実

と正規雇用転換奨励

金の大幅拡大を通じ

て雇用形態を健全化

【2010】 

・中高齢者層の社会参

加の推進【2010】 

・各種職業訓練制度の

充実【2009】 

・協働労働の協同組合

の法制化【2009】 

・「トランポリン型社

会」の構築【2010】 

・「手厚い失業給付」

「充実した職業訓練

プログラム」の再構築

など、強力なセーフテ

ィネットを構築

【2010】 

・職業訓練や職業能力

開発を通じ、就業につ

ながるマッチングシ

ステムの確立、再チャ

レンジや成長産業へ

の円滑な人材シフト、

正規雇用の維持拡大、

非正規労働者の処遇

改善【2010】 

・トライアル雇用の拡

充、能力開発を行う派

遣会社の支援、再就職

バウチャー、企業内職

業訓練支援制度の導

入【2010】 

・新卒者支援制度の創

設【2010】 

・７０歳現役社会の実

現【2010】 

・女性への就労支援

【2010】 

・新たな生活保護制度

を含めた支援制度の

見直し【2010】 

・単身低所得高齢者等

への生活支援【2010】

・ｿー ｼｬﾙｲﾝｸﾙー ｼ゙ ｮﾝの取

組【ビジョン】 

・ﾄﾗﾝﾎﾟﾘﾝ型ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ

構築【ビジョン】 

・訓練・生活支援給付

金制度の恒久化・充実

【ビジョン、2010】 

・ｼﾞｮﾌﾞｶｰﾄﾞ制度の推

進・普及【2010】 

・若年者雇用対策（就

職活動の長期化・早期

化・新卒至上主義の是

正、非正規雇用者の待

遇改善、ﾜｰｸｼｪｱﾘﾝｸﾞ

の促進）【ビジョン】

・同一価値労働・同一
賃金【ビジョン】 

・社会保険の適用拡大

【ビジョン、2010】 

・最低賃金の引き上げ

【ビジョン、2010】 

・労働者派遣法の抜本

的見直し、正規雇用の

促進【2010】 

・多様な働き方の推進

（ﾃﾚﾜー ｸ・在宅勤務、

短時間正社員制度、協
働労働法）【ビジョン】

・女性・高齢者雇用の

促進【ビジョン、2010】

・生活保護制度の抜本

的改革（手続き簡素

化、自立支援の充実、

資産の活用、ｹー ｽﾜー ｶー

増員、医療扶助の不正

受給防止）【ビジョン】

・貧困率の定期的な調

査、総合的な貧困対策

【2010】 

・子どもの貧困対策

【ビジョン】 

・ｿｰｼｬﾙﾋﾞｼﾞﾈｽの推進

【ビジョン】 

・雇用保険の失業給付

期間の延長、失業給付

期間が切れても再就

職できず生活が困窮

している失業者への

生活援助【2010】 

・公共職業訓練所の充

実・強化【2010】 

・最低賃金引き上げ

（ 1000 円 以 上 ）

【2010】 

・非正規労働者と正社

員との均等待遇、就職

難の打開【2010】 

・長時間・過密労働の

是正【2010】 

・労働者派遣法の抜本

改正（常用型派遣、専

門業務などの例外の

廃止）【2010】 

・貧困の実態を調査

し、貧困を減らす目標

を策定【2010】 

・求職者支援制度の法

制化【2010】 

・若者への職業教育訓

練、就労支援の強化

【2010】 

・パーソナルサポート

のあり方の検討

【2010】  

・職や住まいを失った

人たちに対するワン

ストップの相談・支援

の拡充【2010】 

・非正規労働者の社会

保険・雇用保険の適用

拡大【2010】 

・最低賃金の引き上げ

【2010】 

・同一価値労働同一賃

金【2010】 

・労働者派遣法を派遣

労働者の保護法に抜

本改正【2010】 

・有期労働契約の限

定、予告期間の規定等

の雇い止め規制の導

入【2010】 

・継続的に貧困率測定

調査を実施し、数値目

標を定めて貧困削減

に取り組む【2010】 

・子どもの貧困対策

【2010】 

・生活保護水準の引き

上げ【2010】 

・女性の社会参画の推

進【2010】 

・雇用保険と生活保護

のスキマを埋める新

たなセーフティネッ

トを構築（長期失業

者、非正規労働者等を

対象に職業訓練、その

間の生活支援手当、医

療保険の負担軽減策、

住宅確保支援を実施）

【2010】 

・全ての労働者に雇用

保険を適用【2010】 

・景気や中小企業の経

営状況を見極めなが

ら最低賃金をアップ

【2010】 

・同一労働同一待遇や

正規・非正規社員間の

流動性を確保【2010】 

・「派遣禁止法」は働

き方の自由を損ない、

雇用を奪うものであ

り反対【2010】 

・生活保護制度の不

備、年金との不整合な

どを解消し、基礎年金

や生活保護を統合し

た「ミニマムインカ

ム」を創設【2010】 

・所得保障付き就職能

力訓練を拡大【2010】

・雇用能力開発予算の

抜本拡充【2010】 

・雇用移動円滑化基金

の創設、個人が行う能

力開発投資に対して

助成【2010】 

・新卒・既卒の採用区

分をなくした採用慣

行【2010】 

・非正規労働者への社

会保険適用拡大

【2010】 

・高齢者就業率の10％

引き上げ、65 歳定年

選択制の導入【2010】

・出産後の女性の継続

就業率の引き上げ

【2010】 

・失業したとしても、

他職種に移るために

必要な技術、職能を国

が責任を持って再教

育する、仕事が紹介さ

れ、早期に新たな職に

就くことができる社

会にする【2010】 

・多様な働き方を選択

できる社会を推進し、

再就職教育を充実さ

せ、社会が雇用に責任

を持つ体制へ移行

【2010】  
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 住宅支援等 

・低所得者に対する住

まい対策充実【調査

会】 

・多様な賃貸住宅を整

備するため、家賃補助

や所得控除などの支

援制度を創設する

【2009】 

・セーフティネット住

宅の拡充【ビジョン、

2010】 

・離職時等の住宅確保

【ビジョン】 

・再就職支援付き住宅

手当の拡充【2010】 

・住生活の向上と居住

の権利を保障する「住

宅基本法」の制定、社

会住宅政策の充実

【2010】  

・高齢者・若者向けの

公共住宅の整備

【2010】 

・生活保護の住宅扶助

と医療扶助の単給支

給を認める 【2010】 

・独居高齢者に対する

住宅保障 

【2010】 

・格安で良質の賃貸住

宅を提供（都市・住宅

における政策・規制等

の徹底した見直し）

【2010】 

・高齢者向け住宅につ

いて、中古住宅の活用

などにより供給数を

増加【2010】 
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事項 項目 民主党 国民新党 新党日本 自由民主党 公明党 共産党 社民党 みんなの党 たちあがれ日本 新党改革 

７
．
財
源
確
保
と
財
政
健
全
化 

税負担のあ

り方 

・消費税を社会保障目

的税に（法律上も会計

上も明確に）【調査会】 

・社会保障の財源は税

制全体で「所得・消

費・資産」のバランス

のとれた改革を行う

中で確保【調査会】 

・給付付き税額控除の

検討【調査会】 

・ベーシックインカム

を実現するため、所得

税・法人税・消費税の

簡素化と透明化を実

施【2009】 

・インボイス方式を消

費税に導入【2009】  

・安心社会実現に向け

た税制抜本改革（年

金、医療及び介護の社

会保障給付と少子化

対策に充てることを

予算・決算において明

確にした上で消費税

の税率の当面 10％引

上げ）【2010】 

・個人所得課税につい

ては、格差是正や所得

再分配機能の改革府

の観点から控除や税

率構造を見直し

【2010】 

・資産課税については

格差の固定化防止等

の観点から相続税の

課税ベースや税率構

造等を見直し【2010】

・地方消費税の充実の

検討、地方法人２税の

あり方の見直し

【2010】 

・消費税の社会保障目

的税化【ビジョン、

2010】 

・一般会計と社会保障

会計の分離【ビジョ

ン】 

・国と地方の税源比率

を１：１とし、地方消

費税を充実【2010】 

・格差是正や所得再分

配機能強化のため、所

得税の最高税率の引

き上げや相続税を見

直し【2010】 

・給付付き税額控除の

導入【ビジョン、2010】

・地方消費税の充実は

消費税の大幅増に直

結するため、反対

【2010】  

・大企業減税の穴埋め

に消費税を増税する

道は財政再建にも社

会保障財源にも役立

たず、反対【2010】 

・社会保障を支える財

源をつくるためには、

ムダ使いの徹底した

一掃が必要【2010】 

・大企業・大金持ち減

税の抜本見直し、大企

業の内部留保を社会

に還元【2010】 

・総合課税主義、国民

合意、公正と公平、自

治税制の強化と地方

財政確立、財源調達機

能の強化、福祉社会へ

の再分配などの基本

的な考え方に立って、

グローバル化の中で

の不公平税制の是正

及び税の調達機能や

所得再分配機能を再

生【2010】 

・法人税率は環境税の

導入や社会保険料負

担も勘案しつつ検討

【2010】 

・消費税の引き上げは

しない【2010】 

・地方消費税率の拡大

【2010】 

・相続税の最高税率の

引き上げ・課税ベース

拡大により所得再分

配を強化【2010】 

・給付付き税額控除の

検討【2010】 

・消費税は地方の基

幹・安定財源とする

【2010】 

・税金のムダ遣い解消

の上、「生活崩壊」対

応や社会保障財源の

あり方を、所得税、消

費税、相続税などを含

めて検討【2010】 

・給付付き税額控除の

導入【2010】 

・消費税を福祉目的税

化【2010】 

・消費税は 2012 年度

から３％、経済回復後

から段階的に４～

７％引き上げ、 

・給付付き税額控除の

導入【2010】 

・給付付き児童・勤労

税額控除の創設

【2010】 

・消費税は地方財源と

した上で、福祉目的税

化【2010】 

・財政危機の現状や社

会福祉に一層の財源

が必要となることを

考えれば、2020 年頃

には消費税率を 10％

以上にしなければ財

政は立ち行かない

【2010】 

財政健全化

の同時達成 

・現在世代の社会保障

は現在世代で負担す

る状態へ回帰させる

ため、税制と社会保障

一体での改革案を示

し、財政健全化にもつ

なげる【調査会】 

・今後３年間で100兆

円規模の財政。金融政

策を実現し、５％以上

の名目 GDP 成長の達

成を目安とした経済

活性化と経済成長に

基づく税収増による

財政健全化を図る

【2010】 

・国・地方の債務残高

対GDP比を2010年代

半ばにかけて安定化

させ、2020 年代初め

には安定的に引き下

げ【2010】 

・財政健全化責任法の

早期成立【2010】 

・消費税増税に頼らな

くとも、歳出歳入の無

駄をただせば、景気改

善による税収回復と

あわせて社会保障拡

充に必要な予算を確

保した上、財政赤字額

を着実に縮小するこ

とが可能【2010】 

・中期的な財政健全化

プログラムを早期に

策定し、社会保障の回

復や生活再建、環境保

全型の財政を目指す

【2010】 

・基礎的財政収支の黒

字化を10年後に達成

【2010】 

その他 

・税制の抜本改革を実

施【2010】 

・税制の抜本改革にあ

たっては、税制全般に

ついて一体的に改革

【2010】 

・財政再建に当たって

は、所得税、法人税、

資産課税等の調達機

能の強化、所得再分配

機能の回復を急ぎ、消

費税も含めた税制全

体の改革をすすめ、国

民生活・福祉の向上を

はかる【2010】 

・法人税減税などとと

もに税制全体の見直

しを行う【2010】 




